
平成２２年２定 予算特別委員会（知事総括）開催状況 

 

開催年月日  平成２２年（2010 年）６月２４日 

質 問 者  自民党・道民会議 柿木 克弘 委員 

答 弁 者  知事 

 

一 水資源について 

（二）庁内体制について 

 

○柿木 委員 

 先の水産林務委員会及び予算特別委員会の各部審査を通じまして、林業関係以外の会社２２００社が水土

保全林を所有していること、後志管内の私有林５７ヘクタールを中国資本が買い付けていたこと、森林３０

ヘクタール以上を取得している企業の経営実態の調査に限界があること、そういったことが明らかになりま

した。 

 湧水地を含む土地の買収については、「森林法」や「国土利用計画法」、「不動産登記法」などの法律が関

連しており、また、水資源を活用していくことを併せて考えれば、総合政策部や水産林務部をはじめ庁内各

部に関わることになるのではないかと考えます。 

 各部審査では、「土地・水対策連絡協議会を活用しながら水資源保全するための課題の検討を行いたい」

という答弁があったわけでございますが、協議会は、国土利用北海道計画や土地利用基本計画の変更などの

協議を行うこととして設置されているというものであり、本道の水資源を守り活用していくためには、十分

に機能するとは考えられないと思います。 

 水資源を守り活用していくために、庁内体制の整備を含めて、どのように対応されるお考えなのか、見解

をお答え願います。 

 

○知事 

 水資源に関する庁内体制についてでありますが、道といたしましては、本道における土地及び水に関する

対策を総合的・有機的に推進をするため、担当の所管の副知事のもとに、庁内の各部長等で構成をする「北

海道土地・水対策連絡協議会」を設置をいたしているところでございます。 

 これまで、この協議会においては、必要に応じて、国土利用北海道計画や北海道土地利用基本計画の変

更、あるいはダム建設基本計画の変更などに関する協議を行ってきたところでございますが、今後において

は、委員、ご指摘を踏まえ、北海道の貴重な財産である水資源を将来にわたって守り、有効に活用するとい

う観点に立って、情報の収集や課題の分析、政策の検討に必要な体制の充実に向けて、全国に先駆けて、直

ちに、この協議会のあり方を見直し、全庁が一体となって、しっかりと取り組んで参りたいと考えておりま

す。以上であります。 

 

○柿木 委員 

 テレビなどで、濁った川の水を飲む姿を見たり、折角、掘り当てた井戸の水が汚染されていて、体調を壊

しているというようなお話も聞いておりますが、本道の豊かな水資源は、知事が述べられましたとおり、将

来にわたって引き継いでいかなければならないものと考えます。私たちの、いわば道民の財産であると思い

ます。ですから、水資源を守り、活用していくとの観点での政策検討というのは、いまだ国においてもなさ



れていないという中で、全国に先駆けて取り組んでいただけるということでございますので、本道の水資源

を守り、その活用をしていくという観点に立って、庁内体制を直ちに整えていただけるという知事の姿勢を

評価をしたいとこのように思っております。 


